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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電界が存在しない状態でホモジニアス配向した液晶分子を含む液晶層、前記液晶層を両
面で挟持する第１透明基板および第２透明基板、並びに、前記第１透明基板と第２透明基
板との間にタッチセンサーおよびタッチ駆動の機能に係るタッチセンシング電極部を有す
るインセル型液晶セルと、
　前記インセル型液晶セルの視認側の第１透明基板の側に、導電層を介することなく第１
粘着剤層を介して配置された粘着剤層付偏光フィルムを有するインセル型液晶パネルであ
って、
　前記粘着剤層付偏光フィルムが、第１偏光フィルム、アンカー層、第１粘着剤層をこの
順で有し、
　前記アンカー層は導電ポリマーを含有し、前記第１粘着剤層は帯電防止剤を含有し、
　前記粘着剤層付偏光フィルムの前記アンカー層および第１粘着剤層の側面に導通構造を
有することを特徴とするインセル型液晶パネル。
【請求項２】
　前記帯電防止剤が、アルカリ金属塩及び／または有機カチオン－アニオン塩であること
を特徴とする請求項１記載のインセル型液晶パネル。
【請求項３】
　前記タッチセンシング電極部が、前記液晶層と前記第１透明基板または第２透明基板の
間に配置されていることを特徴とする請求項１または２記載のインセル型液晶パネル。
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【請求項４】
　前記タッチセンシング電極部が、前記液晶層と前記第１透明基板の間に配置されている
ことを特徴とする請求項３記載のインセル型液晶パネル。
【請求項５】
　前記タッチセンシング電極部が、前記液晶層と前記第２透明基板の間に配置されている
ことを特徴とする請求項３記載のインセル型液晶パネル。
【請求項６】
　前記タッチセンシング電極部が、タッチセンサー電極およびタッチ駆動電極により形成
されていることを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載のインセル型液晶パネル。
【請求項７】
　前記インセル型液晶セルのタッチセンシング電極部が、タッチセンサー電極およびタッ
チ駆動電極を一体化形成した電極であることを特徴とする請求項３～５のいずれかに記載
のインセル型液晶パネル。
【請求項８】
　前記インセル型液晶セルの第２透明基板の側に、第２粘着剤層を介して配置された第２
偏光フィルムを有することを特徴とする請求項１～７のいずれかに記載のインセル型液晶
パネル。
【請求項９】
　請求項８記載のインセル型液晶パネルを有する液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶セル内部にタッチセンシング機能が取り込まれているインセル型液晶セ
ルおよび当該インセル型液晶セルの視認側に粘着剤層付偏光フィルムを有するインセル型
液晶パネルに関する。さらには当該液晶パネルを用いた液晶表示装置に関する。本発明の
インセル型液晶パネルを用いたタッチセンシング機能付の液晶表示装置は、モバイル機器
等の各種の入力表示装置として用いることができる。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は、一般的にはその画像形成方式から液晶セルの両側に偏光フィルムが粘
着剤層を介して貼り合されている。また、液晶表示装置の表示画面にタッチパネルを搭載
するものが実用化されている。タッチパネルとしては、静電容量式、抵抗膜式、光学方式
、超音波方式あるいは電磁誘導式等の種々の方式があるが静電容量式が多く採用されるよ
うになってきている。近年では、タッチセンサー部として静電容量センサーを内蔵した、
タッチセンシング機能付液晶表示装置が用いられている。
【０００３】
　一方、液晶表示装置の製造時、前記粘着剤層付偏光フィルムを液晶セルに貼り付ける際
には、粘着剤層付偏光フィルムの粘着剤層から離型フィルムを剥離するが、当該離型フィ
ルムの剥離により静電気が発生する。また、液晶セルに貼り付けた偏光フィルムの表面保
護フィルムを剥離する際や、カバーウィンドウの表面保護フィルムを剥離する際にも静電
気が発生する。このようにして発生した静電気は、液晶表示装置内部の液晶層の配向に影
響を与え、不良を招くようになる。静電気の発生は、例えば、偏光フィルムの外面に帯電
防止層を形成することにより抑えることができる。
【０００４】
　一方、タッチセンシング機能付液晶表示装置における静電容量センサーは、その表面に
使用者の指が接近したときに、透明電極パターンと指とが形成する微弱な静電容量を検出
するものである。上記透明電極パターンと使用者の指との間に、帯電防止層のような導電
層を有する場合には、駆動電極とセンサー電極の間の電界が乱れ、センサー電極容量が不
安定化してタッチパネル感度が低下して、誤作動の原因となる。タッチセンシング機能付
液晶表示装置では、静電気発生を抑制するとともに、静電容量センサーの誤作動を抑える
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ことが求められる。例えば、前記課題に対して、タッチセンシング機能付液晶表示装置に
おいて、表示不良や誤作動の発生を低減するため、表面抵抗値が１．０×１０９～１．０
×１０１１Ω／□の帯電防止層を有する偏光フィルムを液晶層の視認側に配置することが
提案されている（特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１３－１０５１５４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１に記載の帯電防止層を有する偏光フィルムによれば、ある程度の静電気発生
を抑制することができる。しかし、特許文献１では、帯電防止層の配置箇所が、静電気が
発生する根本的な位置よりも離れているため、粘着剤層に帯電防止機能を付与する場合に
比べて効果的でない。また、インセル型液晶セルを用いたタッチセンシング機能付液晶表
示装置では、偏光フィルムの側面に導通構造を設けることにより、側面からの導通性を付
与することができるが、帯電防止層が薄い場合には、側面の導通構造との接触面積が小さ
いため、十分な導電性が得られず導通不良が起こることが分かった。一方、帯電防止層が
厚くなると、タッチセンサー感度が低下することが分かった。
【０００７】
　一方、帯電防止機能が付与された粘着剤層は、前記偏光フィルムに設けた帯電防止層よ
りも静電気発生を抑制して、静電気ムラを防止するうえでは有効である。しかし、粘着剤
層の帯電防止機能を重要視して、粘着剤層の導電機能を高めるとタッチセンサー感度が低
下することが分かった。特に、インセル型液晶セルを用いたタッチセンシング機能付液晶
表示装置では、タッチセンサー感度が低下することが分かった。また、導電機能を高める
ために粘着剤層に配合された帯電防止剤は、加湿環境下（加湿信頼性試験後）において、
偏光フィルムとの界面に偏析したり、または液晶セルの視認側界面に移行したりして、耐
久性が十分ではないことが分かった。
【０００８】
　本発明は、インセル型液晶セルおよびその視認側に適用される粘着剤層付偏光フィルム
を有するインセル型液晶パネルであって、帯電防止機能が良好であり、かつ、タッチセン
サー感度、加湿環境下での耐久性を満足することができる、インセル型液晶パネルを提供
することを目的とする。
【０００９】
　また、本発明は前記インセル型液晶パネルを用いた液晶表示装置を提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは前記課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、下記インセル型液晶パネル
により上記課題を解決できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１１】
　即ち本発明は、電界が存在しない状態でホモジニアス配向した液晶分子を含む液晶層、
前記液晶層を両面で挟持する第１透明基板および第２透明基板、並びに、前記第１透明基
板と第２透明基板との間にタッチセンサーおよびタッチ駆動の機能に係るタッチセンシン
グ電極部を有するインセル型液晶セルと、
　前記インセル型液晶セルの視認側の第１透明基板の側に、導電層を介することなく第１
粘着剤層を介して配置された粘着剤層付偏光フィルムを有するインセル型液晶パネルであ
って、
　前記粘着剤層付偏光フィルムが、第１偏光フィルム、アンカー層、第１粘着剤層をこの
順で有し、
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　前記アンカー層は導電ポリマーを含有し、前記第１粘着剤層は帯電防止剤を含有するこ
とを特徴とするインセル型液晶パネル、に関する。
【００１２】
　前記インセル型液晶パネルにおいて、前記粘着剤層付偏光フィルムの前記アンカー層お
よび第１粘着剤層の側面に導通構造を有することができる。
【００１３】
　前記インセル型液晶パネルにおいて、前記アンカー層は、厚さが０．０１～０．５μｍ
、表面抵抗値が１×１０８～１×１０１２Ω／□であり、
　前記第１粘着剤層は、厚さが５～１００μｍ、表面抵抗値が１×１０８～１×１０１２

Ω／□であり、かつ、
　前記粘着剤層付偏光フィルムの粘着剤層側の表面抵抗値が１×１０８～１×１０１１Ω
／□であることが好ましい。
【００１４】
　前記インセル型液晶パネルにおいて、前記帯電防止剤として、アルカリ金属塩及び／ま
たは有機カチオン－アニオン塩を含有することができる。
【００１５】
　前記インセル型液晶パネルにおいて、前記タッチセンシング電極部は、前記液晶層と前
記第１透明基板または第２透明基板の間に配置されているものを用いることができる。前
記タッチセンシング電極部は、前記液晶層と前記第１透明基板の間に配置されているもの
を用いることができ、また、前記液晶層と前記第２透明基板の間に配置されているものを
用いることができる。
【００１６】
　前記インセル型液晶パネルにおいて、前記タッチセンシング電極部は、タッチセンサー
電極およびタッチ駆動電極により形成されているものを用いることができる。
【００１７】
　前記インセル型液晶パネルにおいて、前記タッチセンシング電極部が、前記液晶層と前
記第１透明基板または第２透明基板の間に配置されている場合、前記タッチセンシング電
極部は、タッチセンサー電極およびタッチ駆動電極を一体化形成した電極を用いることが
できる。
【００１８】
　前記インセル型液晶パネルにおいて、前記インセル型液晶セルの第２透明基板の側に、
第２粘着剤層を介して配置された第２偏光フィルムを有することができる。
【００１９】
　また本発明は、前記インセル型液晶パネルを有する液晶表示装置、に関する。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明のインセル型液晶パネルにおける視認側の粘着剤層付偏光フィルムは、アンカー
層には導電性ポリマー、粘着剤層には帯電防止剤を含有しており帯電防止機能が付与され
ているため、インセル型液晶パネルにおいてアンカー層と粘着剤層のそれぞれの側面で導
通構造を設けた場合には導通構造と接触することができ、かつ接触面積を十分に確保する
ことができる。そのため、アンカー層と粘着剤層のそれぞれの層の側面での導通が確保さ
れて、導通不良による静電気ムラの発生を抑制することができる。
【００２１】
　また、本発明の粘着剤層付偏光フィルムは、アンカー層と粘着剤層のそれぞれの層の表
面抵抗値が所定範囲に制御することで、かつ、前記粘着剤層付偏光フィルムの粘着剤層側
の表面抵抗値についても所定範囲になるように制御することができる。このように本発明
の粘着剤層付偏光フィルムは、タッチセンサー感度が低下したり、加湿環境下での耐久性
が悪くなったりしないように制御しながら、アンカー層と粘着剤層の表面抵抗値を低下さ
せて所定の帯電防止機能を付与することができる。そのため、本発明の粘着剤層付偏光フ
ィルムは、良好な帯電防止機能を有しながら、タッチセンサー感度および加湿環境下での
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耐久性を満足することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明のインセル型液晶パネルの視認側に用いる粘着剤層付偏光フィルムの一例
を示す断面図である。
【図２】本発明のインセル型液晶パネルの一例を示す断面図である。
【図３】本発明のインセル型液晶パネルの一例を示す断面図である。
【図４】本発明のインセル型液晶パネルの一例を示す断面図である。
【図５】本発明のインセル型液晶パネルの一例を示す断面図である。
【図６】本発明のインセル型液晶パネルの一例を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下に本発明を、図面を参酌しながら説明する。本発明のインセル型液晶パネルの視認
側に用いる粘着剤層付偏光フィルムＡは、図１に示すように、第１偏光フィルム１、アン
カー層３、第１粘着剤層２をこの順で有する。また、前記第１偏光フィルム１のアンカー
層３を設けていない側には表面処理層４を有することができる。図１では、粘着剤層付偏
光フィルムＡが、表面処理層４を有する場合を例示している。本発明の粘着剤層付偏光フ
ィルムＡは、前記粘着剤層２により、例えば、図２乃至図６に示す、インセル型液晶セル
Ｂの視認側の透明基板４１の側に配置される。なお、図１には記載していないが、本発明
の粘着剤層付偏光フィルムＡの第１粘着剤層２にはセパレータを設けることができ、表面
処理層４（表面処理層４を有しない場合には第１偏光フィルム１）には表面保護フィルム
を設けることができる。
【００２４】
　前記アンカー層３の厚さは、表面抵抗値の安定性及び粘着剤層との密着性の観点から０
．０１～０．５μｍであるのが好ましく、０．０１～０．２μｍであるのが好ましく、さ
らに０．０１～０．１μｍであるのが好ましい。また、前記アンカー層３の表面抵抗値は
帯電防止機能とタッチセンサー感度の観点から、１×１０８～１×１０１２Ω／□である
のが好ましく、１×１０８～１×１０１１Ω／□であるのが好ましく、さらに１×１０８

～１×１０１０Ω／□であるのが好ましい。
【００２５】
　前記第１粘着剤層２の厚さは、耐久性確保と側面の導通構造との接触面積確保の観点か
ら５～１００μｍであるのが好ましく、５～５０μｍであるのが好ましく、さらに１０～
３５μｍであるのが好ましい。また、前記第１粘着剤層２の表面抵抗値は帯電防止機能と
タッチセンサー感度の観点から、１×１０８～１×１０１２Ω／□であるのが好ましく、
１×１０８～１×１０１１Ω／□であるのが好ましく、さらに１×１０８～１×１０１０

Ω／□であるのが好ましい。
【００２６】
　また、前記粘着剤層付偏光フィルムＡにおける粘着剤層２側の表面抵抗値は、帯電防止
機能を満足し、かつ、タッチセンサー感度を低下させて、加湿環境下での耐久性を低下さ
せないように、１×１０８～１×１０１１Ω／□に制御されるのが好ましい。前記表面抵
抗値は、前記アンカー層３および第１粘着剤層２の表面抵抗値をそれぞれ制御することに
より調整することができる。前記表面抵抗値は１×１０８～６×１０１０Ω／□であるの
が好ましく、さらには１×１０８～４×１０１０Ω／□であるのが好ましい。
【００２７】
　以下に、粘着剤層付偏光フィルムＡを説明する。上記のように、本発明の粘着剤層付偏
光フィルムＡは、第１偏光フィルム１、アンカー層３、第１粘着剤層２をこの順で有する
。また、表面処理層４を有することができる。
【００２８】
　＜第１偏光フィルム＞
　第１偏光フィルムは、偏光子の片面または両面に透明保護フィルムを有するものが一般
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に用いられる。偏光子は、特に限定されず、各種のものを使用できる。偏光子としては、
例えば、ポリビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系フ
ィルム、エチレン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルム
に、ヨウ素や二色性染料の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルアルコ
ールの脱水処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等が挙げら
れる。これらの中でも、ポリビニルアルコール系フィルムとヨウ素等の二色性物質からな
る偏光子が好適である。これらの偏光子の厚さは特に制限されないが、一般的に８０μｍ
程度以下である。
【００２９】
　また偏光子としては厚みが１０μｍ以下の薄型の偏光子を用いることができる。薄型化
の観点から言えば当該厚みは１～７μｍであるのが好ましい。このような薄型の偏光子は
、厚みムラが少なく、視認性が優れており、また寸法変化が少ないため耐久性に優れ、さ
らには偏光フィルムとしての厚みも薄型化が図れる点が好ましい。
【００３０】
　透明保護フィルムを構成する材料としては、例えば透明性、機械的強度、熱安定性、水
分遮断性、等方性等に優れる熱可塑性樹脂が用いられる。このような熱可塑性樹脂の具体
例としては、トリアセチルセルロース等のセルロース樹脂、ポリエステル樹脂、ポリエー
テルスルホン樹脂、ポリスルホン樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリアミド樹脂、ポリイ
ミド樹脂、ポリオレフィン樹脂、（メタ）アクリル樹脂、環状ポリオレフィン樹脂（ノル
ボルネン系樹脂）、ポリアリレート樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリビニルアルコール樹脂
、およびこれらの混合物が挙げられる。なお、偏光子の片側には、透明保護フィルムが接
着剤層により貼り合わされるが、他の片側には、透明保護フィルムとして、（メタ）アク
リル系、ウレタン系、アクリルウレタン系、エポキシ系、シリコーン系等の熱硬化性樹脂
または紫外線硬化型樹脂を用いることができる。透明保護フィルム中には任意の適切な添
加剤が１種類以上含まれていてもよい。
【００３１】
　前記偏光子と透明保護フィルムの貼り合わせに用いる接着剤は光学的に透明であれば、
特に制限されず水系、溶剤系、ホットメルト系、ラジカル硬化型、カチオン硬化型の各種
形態のものが用いられるが、水系接着剤またはラジカル硬化型接着剤が好適である。
【００３２】
　＜帯電防止剤＞
　帯電防止剤としては、例えば、イオン性界面活性剤系、導電性ポリマー、導電性微粒子
等の帯電防止性を付与できる材料が挙げられる。また帯電防止剤としては、イオン性化合
物を用いることができる。
【００３３】
　イオン性界面活性剤としては、カチオン系（例えば、４級アンモニウム塩型、ホスホニ
ウム塩型、スルホニウム塩型等）、アニオン系（カルボン酸型、スルホネート型、サルフ
ェート型、ホスフェート型、ホスファイト型等）、両性イオン系（スルホベタイン型、ア
ルキルベタイン型、アルキルイミダゾリウムベタイン型等）またはノニオン系（多価アル
コール誘導体、β－シクロデキストリン包接化合物、ソルビタン脂肪酸モノエステル・ジ
エステル、ポリアルキレンオキシド誘導体、アミンオキシド等）の各種界面活性剤が挙げ
られる。
【００３４】
　導電性ポリマーとしては、ポリアニリン系、ポリチオフェン系、ポリピロール系、ポリ
キノキサリン系等のポリマーがあげられるが、これらのなかでも、水溶性導電性ポリマー
または水分散性導電性ポリマーになり易い、ポリアニリン、ポリチオフェン等が好ましく
使用される。特にポリチオフェンが好ましい。
【００３５】
　また導電性微粒子としては、酸化スズ系、酸化アンチモン系、酸化インジウム系、酸化
亜鉛系等の金属酸化物があげられる。これらのなかでも酸化スズ系が好ましい。酸化スズ
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系のものとしては、たとえば、酸化スズの他、アンチモンドープ酸化スズ、インジウムド
ープ酸化スズ、アルミニウムドープ酸化スズ、タングステンドープ酸化スズ、酸化チタン
－酸化セリウム－酸化スズの複合体、酸化チタン－酸化スズの複合体等があげられる。微
粒子の平均粒径は１～１００ｎｍ程度、好ましくは２～５０ｎｍである。
【００３６】
　さらに前記以外の帯電防止剤として、アセチレンブラック、ケッチェンブラック、天然
グラファイト、人造グラファイト、チタンブラックや、カチオン型（４級アンモニウム塩
等）、両性イオン型（ベタイン化合物等）、アニオン型（スルホン酸塩等）またはノニオ
ン型（グリセリン等）のイオン導電性基を有する単量体の単独重合体若しくは当該単量体
と他の単量体との共重合体、４級アンモニウム塩基を有するアクリレートまたはメタクリ
レート由来の部位を有する重合体等のイオン導電性を有する重合体；ポリエチレンメタク
リレート共重合体等の親水性ポリマーをアクリル系樹脂等にアロイ化させたタイプの永久
帯電防止剤を例示できる。
【００３７】
　≪イオン性化合物≫
　また、イオン性化合物としては、アルカリ金属塩及び／または有機カチオン－アニオン
塩を好ましく用いることができる。アルカリ金属塩は、アルカリ金属の有機塩および無機
塩を用いることができる。なお、本発明でいう、「有機カチオン－アニオン塩」とは、有
機塩であって、そのカチオン部が有機物で構成されているものを示し、アニオン部は有機
物であっても良いし、無機物であっても良い。「有機カチオン－アニオン塩」は、イオン
性液体、イオン性固体とも言われる。
【００３８】
　＜アルカリ金属塩＞
　アルカリ金属塩のカチオン部を構成するアルカリ金属イオンとしては、リチウム、ナト
リウム、カリウムの各イオンが挙げられる。これらアルカリ金属イオンのなかでもリチウ
ムイオンが好ましい。
【００３９】
　アルカリ金属塩のアニオン部は有機物で構成されていてもよく、無機物で構成されてい
てもよい。有機塩を構成するアニオン部としては、例えば、ＣＨ３ＣＯＯ－、ＣＦ３ＣＯ
Ｏ－、ＣＨ３ＳＯ３

－、ＣＦ３ＳＯ３
－、（ＣＦ３ＳＯ２）３Ｃ－、Ｃ４Ｆ９ＳＯ３

－、
Ｃ３Ｆ７ＣＯＯ－、（ＣＦ３ＳＯ２）（ＣＦ３ＣＯ）Ｎ－、（ＦＳＯ２）２Ｎ－、－Ｏ３

Ｓ（ＣＦ２）３ＳＯ３
－、ＰＦ６

－、ＣＯ３
２－、や下記一般式（１）乃至（４）、

（１）：（ＣｎＦ２ｎ＋１ＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｎは1～１０の整数）、
（２）：ＣＦ２（ＣｍＦ２ｍＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｍは１～１０の整数）、
（３）：－Ｏ３Ｓ（ＣＦ２）ｌＳＯ３

－　（但し、ｌは１～１０の整数）、
（４）：（ＣｐＦ２ｐ＋１ＳＯ２）Ｎ－（ＣｑＦ２ｑ＋１ＳＯ２）、（但し、ｐ、ｑは1
～１０の整数）、で表わされるもの等が用いられる。特に、フッ素原子を含むアニオン部
は、イオン解離性の良いイオン化合物が得られることから好ましく用いられる。無機塩を
構成するアニオン部としては、Ｃｌ－、Ｂｒ－、Ｉ－、ＡｌＣｌ４

－、Ａｌ２Ｃｌ７
－、

ＢＦ４
－、ＰＦ６

－、ＣｌＯ４
－、ＮＯ３

－、ＡｓＦ６
－、ＳｂＦ６

－、ＮｂＦ６
－、Ｔ

ａＦ６
－、（ＣＮ）２Ｎ－、等が用いられる。アニオン部としては、（ＣＦ３ＳＯ２）２

Ｎ－、（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２Ｎ－、等の前記一般式（１）で表わされる、（ペルフルオロ
アルキルスルホニル）イミドが好ましく、特に（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ－、で表わされる（
トリフルオロメタンスルホニル）イミドが好ましい。
【００４０】
　アルカリ金属の有機塩としては、具体的には、酢酸ナトリウム、アルギン酸ナトリウム
、リグニンスルホン酸ナトリウム、トルエンスルホン酸ナトリウム、ＬｉＣＦ３ＳＯ３、
Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２Ｎ、
Ｌｉ（Ｃ４Ｆ９ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）３Ｃ、ＫＯ３Ｓ（ＣＦ２）３ＳＯ３

Ｋ、ＬｉＯ３Ｓ（ＣＦ２）３ＳＯ３Ｋ等が挙げられ、これらのうちＬｉＣＦ３ＳＯ３、Ｌ
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ｉ（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（Ｃ４Ｆ９ＳＯ２）２Ｎ、
Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）３Ｃ等が好ましく、Ｌｉ（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ、Ｌｉ（Ｃ２Ｆ５Ｓ
Ｏ２）２Ｎ、Ｌｉ（Ｃ４Ｆ９ＳＯ２）２Ｎ等のフッ素含有リチウムイミド塩がより好まし
く、特に（ペルフルオロアルキルスルホニル）イミドリチウム塩が好ましい。
【００４１】
　また、アルカリ金属の無機塩としては、過塩素酸リチウム、ヨウ化リチウムが挙げられ
る。
【００４２】
　＜有機カチオン-アニオン塩＞
　本発明で用いられる有機カチオン－アニオン塩は、カチオン成分とアニオン成分とから
構成されており、前記カチオン成分は有機物からなるものである。カチオン成分として、
具体的には、ピリジニウムカチオン、ピペリジニウムカチオン、ピロリジニウムカチオン
、ピロリン骨格を有するカチオン、ピロール骨格を有するカチオン、イミダゾリウムカチ
オン、テトラヒドロピリミジニウムカチオン、ジヒドロピリミジニウムカチオン、ピラゾ
リウムカチオン、ピラゾリニウムカチオン、テトラアルキルアンモニウムカチオン、トリ
アルキルスルホニウムカチオン、テトラアルキルホスホニウムカチオン等が挙げられる。
【００４３】
　アニオン成分としては、例えば、Ｃｌ－、Ｂｒ－、Ｉ－、ＡｌＣｌ４

－、Ａｌ２Ｃｌ７
－、ＢＦ４

－、ＰＦ６
－、ＣｌＯ４

－、ＮＯ３
－、ＣＨ３ＣＯＯ－、ＣＦ３ＣＯＯ－、Ｃ

Ｈ３ＳＯ３
－、ＣＦ３ＳＯ３

－、（ＣＦ３ＳＯ２）３Ｃ－、ＡｓＦ６
－、ＳｂＦ６

－、Ｎ
ｂＦ６

－、ＴａＦ６
－、（ＣＮ）２Ｎ－、Ｃ４Ｆ９ＳＯ３

－、Ｃ３Ｆ７ＣＯＯ－、（（Ｃ
Ｆ３ＳＯ２）（ＣＦ３ＣＯ）Ｎ－、（ＦＳＯ２）２Ｎ－、－Ｏ３Ｓ（ＣＦ２）３ＳＯ３

－

、や下記一般式（１）乃至（４）、
（１）：（ＣｎＦ２ｎ＋１ＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｎは1～１０の整数）、
（２）：ＣＦ２（ＣｍＦ２ｍＳＯ２）２Ｎ－　（但し、ｍは１～１０の整数）、
（３）：－Ｏ３Ｓ（ＣＦ２）ｌＳＯ３

－　（但し、ｌは１～１０の整数）、
（４）：（ＣｐＦ２ｐ＋１ＳＯ２）Ｎ－（ＣｑＦ２ｑ＋１ＳＯ２）、（但し、ｐ、ｑは1
～１０の整数）、で表わされるもの等が用いられる。なかでも特に、フッ素原子を含むア
ニオン成分は、イオン解離性の良いイオン化合物が得られることから好ましく用いられる
。
【００４４】
　また、イオン性化合物としては、前記のアルカリ金属塩、有機カチオン－アニオン塩の
他に、塩化アンモニウム、塩化アルミニウム、塩化銅、塩化第一鉄、塩化第二鉄、硫酸ア
ンモニウム等の無機塩が挙げられる。これらイオン性化合物は単独でまたは複数を併用す
ることができる。
【００４５】
　＜アンカー層＞
　アンカー層は、前記のように、厚さが０．０１～０．５μｍであり、表面抵抗値が１×
１０８～１×１０１２Ω／□になるように形成されているのが好ましい。アンカー層は、
各種の帯電防止剤組成物から形成することができる。アンカー層を形成する帯電防止剤と
しては導電性ポリマーが用いられる。
【００４６】
　これら帯電防止剤のなかでも導電性ポリマーは光学特性、外観、帯電防止効果および帯
電防止効果の熱時、加湿時での安定性という観点から好ましく使用される。特に、ポリア
ニリン、ポリチオフェン等の導電性ポリマーが好ましく使用される。導電性ポリマーは有
機溶剤可溶性、水溶性、水分散性のものを適宜使用可能だが、水溶性導電性ポリマーまた
は水分散性導電性ポリマーが好ましく使用される。水溶性導電性ポリマーや水分散性導電
性ポリマーは帯電防止層を形成する際の塗布液を水溶液または水分散液として調製でき、
当該塗布液は非水系の有機溶剤を用いる必要がなく、当該有機溶剤による光学フィルム基
材の変質を抑えることができるためである。なお、水溶液または水分散液は、水のほかに
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水系の溶媒を含有できる。たとえば、メタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、イソ
プロパノール、ｎ－ブタノール、イソブタノール、ｓｅｃ－ブタノール、ｔｅｒｔ－ブタ
ノール、ｎ－アミルアルコール、イソアミルアルコール、ｓｅｃ－アミルアルコール、ｔ
ｅｒｔ－アミルアルコール、１－エチル－１－プロパノール、２－メチル－１－ブタノー
ル、ｎ－ヘキサノール、シクロヘキサノール等のアルコール類があげられる。
【００４７】
　また、前記ポリアニリン、ポリチオフェン等の水溶性導電性ポリマーまたは水分散性導
電性ポリマーは、分子中に親水性官能基を有することが好ましい。親水性官能基としては
、たとえばスルホン基、アミノ基、アミド基、イミノ基、四級アンモニウム塩基、ヒドロ
キシル基、メルカプト基、ヒドラジノ基、カルボキシル基、硫酸エステル基、リン酸エス
テル基、またはそれらの塩等があげられる。分子内に親水性官能基を有することにより水
に溶けやすくなったり、水に微粒子状で分散しやすくなり、前記水溶性導電性ポリマーま
たは水分散性導電性ポリマーを容易に調製することができる。
【００４８】
　水溶性導電ポリマーの市販品の例としては、ポリアニリンスルホン酸（三菱レーヨン社
製，ポリスチレン換算による重量平均分子量１５００００）等があげられる。水分散性導
電ポリマーの市販品の例としては、ポリチオフェン系導電性ポリマー（ナガセケムテック
社製、商品名，デナトロンシリーズ）等があげられる。
【００４９】
　またアンカー層の形成材料としては、前記導電性ポリマーとともに、導電性ポリマーの
皮膜形成性、光学フィルムへの密着性の向上等を目的に、バインダー成分を添加すること
もできる。導電性ポリマーが水溶性導電性ポリマーまたは水分散性導電性ポリマーの水系
材料の場合には、水溶性もしくは水分散性のバインダー成分を用いる。バインダーの例と
しては、オキサゾリン基含有ポリマー、ポリウレタン系樹脂、ポリエステル系樹脂、アク
リル系樹脂、ポリエーテル系樹脂、セルロース系樹脂、ポリビニルアルコール系樹脂、エ
ポキシ樹脂、ポリビニルピロリドン、ポリスチレン系樹脂、ポリエチレングリコール、ペ
ンタエリスリトール等があげられる。特にポリウレタン系樹脂、ポリエステル系樹脂、ア
クリル系樹脂が好ましい。これらバインダーは１種または２種以上を適宜その用途に合わ
せて用いることができる。
【００５０】
　導電性ポリマー、バインダーの使用量は、それらの種類にもよるが、得られるアンカー
層の表面抵抗値が１×１０８～１×１０１２Ω／□になるように制御するのが好ましい。
【００５１】
　＜第１粘着剤層＞
　第１粘着剤層は、前記のように、厚さが５～１００μｍ、表面抵抗値が１×１０８～１
×１０１２Ω／□になるように形成するのが好ましい。第１粘着剤層は、各種の粘着剤に
帯電防止剤を配合した組成物から形成することができる。
【００５２】
　第１粘着剤層を形成する粘着剤としては、各種の粘着剤を用いることができ、例えば、
ゴム系粘着剤、アクリル系粘着剤、シリコーン系粘着剤、ウレタン系粘着剤、ビニルアル
キルエーテル系粘着剤、ポリビニルピロリドン系粘着剤、ポリアクリルアミド系粘着剤、
セルロース系粘着剤等が挙げられる。前記粘着剤の種類に応じて粘着性のベースポリマー
が選択される。前記粘着剤のなかでも、光学的透明性に優れ、適宜な濡れ性と凝集性と接
着性の粘着特性を示して、耐候性や耐熱性等に優れる点から、アクリル系粘着剤が好まし
く使用される。
【００５３】
　前記アクリル系粘着剤は、ベースポリマーとして（メタ）アクリル系ポリマーを含む。
（メタ）アクリル系ポリマーは、通常、モノマー単位として、アルキル（メタ）アクリレ
ートを主成分として含有する。なお、（メタ）アクリレートはアクリレートおよび／また
はメタクリレートをいい、本発明の（メタ）とは同様の意味である。
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【００５４】
　（メタ）アクリル系ポリマーの主骨格を構成する、アルキル（メタ）アクリレートとし
ては、直鎖状または分岐鎖状のアルキル基の炭素数１～１８のものを例示できる。これら
は単独であるいは組み合わせて使用することができる。これらアルキル基の平均炭素数は
３～９であるのが好ましい。
【００５５】
　また、粘着特性、耐久性、位相差の調整、屈折率の調整等の点から、フェノキシエチル
（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレートのような芳香族環を含有するアル
キル（メタ）アクリレートを用いることができる。
【００５６】
　前記（メタ）アクリル系ポリマー中には、接着性や耐熱性の改善を目的に、（メタ）ア
クリロイル基またはビニル基等の不飽和二重結合を有する重合性の官能基を有する、１種
類以上の共重合モノマーを共重合により導入することができる。そのような共重合モノマ
ーの具体例としては、例えば、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アク
リル酸３－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸４－ヒドロキシブチル、（メタ）ア
クリル酸６－ヒドロキシヘキシル、（メタ）アクリル酸８－ヒドロキシオクチル、（メタ
）アクリル酸１０－ヒドロキシデシル、（メタ）アクリル酸１２－ヒドロキシラウリルや
（４－ヒドロキシメチルシクロヘキシル）－メチルアクリレート等のヒドロキシル基含有
モノマー；（メタ）アクリル酸、カルボキシエチル（メタ）アクリレート、カルボキシペ
ンチル（メタ）アクリレート、イタコン酸、マレイン酸、フマール酸、クロトン酸等のカ
ルボキシル基含有モノマー；無水マレイン酸、無水イタコン酸等の酸無水物基含有モノマ
ー；アクリル酸のカプロラクトン付加物；スチレンスルホン酸やアリルスルホン酸、２－
（メタ）アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、（メタ）アクリルアミドプロ
パンスルホン酸、スルホプロピル（メタ）アクリレート、（メタ）アクリロイルオキシナ
フタレンスルホン酸等のスルホン酸基含有モノマー；２－ヒドロキシエチルアクリロイル
ホスフェート等の燐酸基含有モノマー等が挙げられる。
【００５７】
　また、（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチ
ル（メタ）アクリルアミドやＮ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロールプ
ロパン（メタ）アクリルアミド等の（Ｎ－置換）アミド系モノマー；（メタ）アクリル酸
アミノエチル、（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル、（メタ）アクリル酸
ｔ－ブチルアミノエチル等の（メタ）アクリル酸アルキルアミノアルキル系モノマー；（
メタ）アクリル酸メトキシエチル、（メタ）アクリル酸エトキシエチル等の（メタ）アク
リル酸アルコキシアルキル系モノマー；Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシメチレンスクシ
ンイミドやＮ－（メタ）アクリロイル－６－オキシヘキサメチレンスクシンイミド、Ｎ－
（メタ）アクリロイル－８－オキシオクタメチレンスクシンイミド、Ｎ－アクリロイルモ
ルホリン等のスクシンイミド系モノマー；Ｎ－シクロヘキシルマレイミドやＮ－イソプロ
ピルマレイミド、Ｎ－ラウリルマレイミドやＮ－フェニルマレイミド等のマレイミド系モ
ノマー；Ｎ－メチルイタコンイミド、Ｎ－エチルイタコンイミド、Ｎ－ブチルイタコンイ
ミド、Ｎ－オクチルイタコンイミド、Ｎ－２－エチルヘキシルイタコンイミド、Ｎ－シク
ロヘキシルイタコンイミド、Ｎ－ラウリルイタコンイミド等のイタコンイミド系モノマー
、等も改質目的のモノマー例として挙げられる。
【００５８】
　さらに改質モノマーとして、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、Ｎ－ビニルピロリドン
、メチルビニルピロリドン、ビニルピリジン、ビニルピペリドン、ビニルピリミジン、ビ
ニルピペラジン、ビニルピラジン、ビニルピロール、ビニルイミダゾール、ビニルオキサ
ゾール、ビニルモルホリン、Ｎ－ビニルカルボン酸アミド類、スチレン、α－メチルスチ
レン、Ｎ－ビニルカプロラクタム等のビニル系モノマー；アクリロニトリル、メタクリロ
ニトリル等のシアノアクリレート系モノマー；（メタ）アクリル酸グリシジル等のエポキ
シ基含有アクリル系モノマー；（メタ）アクリル酸ポリエチレングリコール、（メタ）ア
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クリル酸ポリプロピレングリコール、（メタ）アクリル酸メトキシエチレングリコール、
（メタ）アクリル酸メトキシポリプロピレングリコール等のグリコール系アクリルエステ
ルモノマー；（メタ）アクリル酸テトラヒドロフルフリル、フッ素（メタ）アクリレート
、シリコーン（メタ）アクリレートや２－メトキシエチルアクリレート等のアクリル酸エ
ステル系モノマー等も使用することができる。さらには、イソプレン、ブタジエン、イソ
ブチレン、ビニルエーテル等が挙げられる。
【００５９】
　さらに、上記以外の共重合可能なモノマーとして、ケイ素原子を含有するシラン系モノ
マー等が挙げられる。シラン系モノマーとしては、例えば、３－アクリロキシプロピルト
リエトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、４－ビニル
ブチルトリメトキシシラン、４－ビニルブチルトリエトキシシラン、８－ビニルオクチル
トリメトキシシラン、８－ビニルオクチルトリエトキシシラン、１０－メタクリロイルオ
キシデシルトリメトキシシラン、１０－アクリロイルオキシデシルトリメトキシシラン、
１０－メタクリロイルオキシデシルトリエトキシシラン、１０－アクリロイルオキシデシ
ルトリエトキシシラン等が挙げられる。
【００６０】
　また、共重合モノマーとしては、トリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、
テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ
）アクリレート、ビスフェノールＡジグリシジルエーテルジ（メタ）アクリレート、ネオ
ペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アク
リレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールテト
ラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート、ジペン
タエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ジペンタエリスリト
ールヘキサ（メタ）アクリレート等の（メタ）アクリル酸と多価アルコールとのエステル
化物等の（メタ）アクリロイル基、ビニル基等の不飽和二重結合を２個以上有する多官能
性モノマーや、ポリエステル、エポキシ、ウレタン等の骨格にモノマー成分と同様の官能
基として（メタ）アクリロイル基、ビニル基等の不飽和二重結合を２個以上付加したポリ
エステル（メタ）アクリレート、エポキシ（メタ）アクリレート、ウレタン（メタ）アク
リレート等を用いることもできる。
【００６１】
　（メタ）アクリル系ポリマーは、全構成モノマーの重量比率において、アルキル（メタ
）アクリレートを主成分とし、（メタ）アクリル系ポリマー中の前記共重合モノマーの割
合は、特に制限されないが、前記共重合モノマーの割合は、全構成モノマーの重量比率に
おいて、０～２０％程度、０．１～１５％程度、さらには０．１～１０％程度であるのが
好ましい。
【００６２】
　これら共重合モノマーの中でも、接着性、耐久性の点から、ヒドロキシル基含有モノマ
ー、カルボキシル基含有モノマーが好ましく用いられる。ヒドロキシル基含有モノマーお
よびカルボキシル基含有モノマーは併用することができる。これら共重合モノマーは、粘
着剤組成物が架橋剤を含有する場合に、架橋剤との反応点になる。ヒドロキシル基含有モ
ノマー、カルボキシル基含有モノマー等は分子間架橋剤との反応性に富むため、得られる
粘着剤層の凝集性や耐熱性の向上のために好ましく用いられる。ヒドロキシル基含有モノ
マーはリワーク性の点で好ましく、またカルボキシル基含有モノマーは耐久性とリワーク
性を両立させる点で好ましい。
【００６３】
　共重合モノマーとして、ヒドロキシル基含有モノマーを含有する場合、その割合は、０
．０１～１５重量％が好ましく、０．０３～１０重量％がより好ましく、さらには０．０
５～７重量％が好ましい。共重合モノマーとして、カルボキシル基含有モノマーを含有す
る場合、その割合は、０．０５～１０重量％が好ましく、０．１～８重量％がより好まし
く、さらには０．２～６重量％が好ましい。
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【００６４】
　本発明の（メタ）アクリル系ポリマーは、通常、重量平均分子量が５０万～３００万の
範囲のものが用いられる。耐久性、特に耐熱性を考慮すれば、重量平均分子量は７０万～
２７０万であるものを用いることが好ましい。さらには８０万～２５０万であることが好
ましい。重量平均分子量が５０万よりも小さいと、耐熱性の点で好ましくない。また、重
量平均分子量が３００万よりも大きくなると、塗工するための粘度に調整するために多量
の希釈溶剤が必要となり、コストアップとなることから好ましくない。なお、重量平均分
子量は、ＧＰＣ（ゲル・パーミエーション・クロマトグラフィー）により測定し、ポリス
チレン換算により算出された値をいう。
【００６５】
　このような（メタ）アクリル系ポリマーの製造は、溶液重合、塊状重合、乳化重合、各
種ラジカル重合等の公知の製造方法を適宜選択できる。また、得られる（メタ）アクリル
系ポリマーは、ランダム共重合体、ブロック共重合体、グラフト共重合体等いずれでもよ
い。
【００６６】
　第１粘着剤層の形成に用いられる帯電防止剤としては、前記例示のなかでもベースポリ
マーとの相溶性、粘着剤層の透明性の点から、イオン性化合物が好ましい。特に、（メタ
）アクリル系ポリマーをベースポリマーとするアクリル系粘着剤を用いる場合には、イオ
ン性化合物を用いることが好ましい。イオン性化合物としては、帯電防止機能の点からイ
オン性液体が好ましい。
【００６７】
　前記粘着剤、帯電防止剤の使用量は、それらの種類にもよるが、得られる第１粘着剤層
の表面抵抗値が１×１０８～１×１０１２Ω／□になるように制御される。例えば、粘着
剤のベースポリマー（例えば、（メタ）アクリル系ポリマー）１００重量部に対して、帯
電防止剤（例えば、イオン性化合物の場合）０．０５～２０重量部の範囲で用いるが好ま
しい。帯電防止剤を０．０５重量部以上で用いることは、帯電防止性能の向上させるうえ
で好ましい。さらには、帯電防止剤（Ｂ）は、０．１重量部以上が好ましく、さらには０
．５重量部以上であるのが好ましい。耐久性を満足させる上では、２０重量部以下で用い
るのが好ましく、さらには１０重量部以下で用いるのが好ましい。
【００６８】
　また第１粘着剤層を形成する粘着剤組成物には、ベースポリマーに応じた架橋剤を含有
することができる。ベースポリマーとして、例えば、（メタ）アクリル系ポリマーを用い
る場合には、架橋剤としては、有機系架橋剤や多官能性金属キレートを用いることができ
る。有機系架橋剤としては、イソシアネート系架橋剤、過酸化物系架橋剤、エポキシ系架
橋剤、イミン系架橋剤等が挙げられる。多官能性金属キレートは、多価金属が有機化合物
と共有結合または配位結合しているものである。多価金属原子としては、Ａｌ、Ｃｒ、Ｚ
ｒ、Ｃｏ、Ｃｕ、Ｆｅ、Ｎｉ、Ｖ、Ｚｎ、Ｉｎ、Ｃａ、Ｍｇ、Ｍｎ、Ｙ、Ｃｅ、Ｓｒ、Ｂ
ａ、Ｍｏ、Ｌａ、Ｓｎ、Ｔｉ等が挙げられる。共有結合または配位結合する有機化合物中
の原子としては酸素原子等が挙げられ、有機化合物としてはアルキルエステル、アルコー
ル化合物、カルボン酸化合物、エーテル化合物、ケトン化合物等が挙げられる。
【００６９】
　架橋剤の使用量は、（メタ）アクリル系ポリマー１００重量部に対して、３重量部以下
が好ましく、さらには０．０１～３重量部が好ましく、さらには０．０２～２重量部が好
ましく、さらには０．０３～１重量部が好ましい。
【００７０】
　また第１粘着剤層を形成する粘着剤組成物には、シランカップリング剤、その他の添加
剤を含有することができる。例えば、ポリプロピレングリコール等のポリアルキレングリ
コールのポリエーテル化合物、着色剤、顔料等の粉体、染料、界面活性剤、可塑剤、粘着
性付与剤、表面潤滑剤、レベリング剤、軟化剤、酸化防止剤、老化防止剤、光安定剤、紫
外線吸収剤、重合禁止剤、無機または有機の充填剤、金属粉、粒子状、箔状物等を使用す
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る用途に応じて適宜添加することができる。また、制御できる範囲内で、還元剤を加えて
のレドックス系を採用してもよい。これら添加剤は、（メタ）アクリル系ポリマー１００
重量部に対して５重量部以下、さらには３重量部以下、さらには１重量部以下の範囲で用
いるのが好ましい。
【００７１】
　＜表面処理層＞
　表面処理層は、第１偏光フィルムのアンカー層を設けない側に設けることができる。表
面処理層は、第１偏光フィルムに用いられる透明保護フィルムに設けることができるほか
、別途、透明保護フィルムとは別体のものとして設けることもできる。前記表面処理層と
しては、ハードコート層、防眩処理層、反射防止層、スティッキング防止層などを設ける
ことができる。
【００７２】
　前記表面処理層としては、ハードコート層であることが好ましい。ハードコート層の形
成材料としては、例えば、熱可塑性樹脂、熱または放射線により硬化する材料を用いるこ
とができる。前記材料としては、熱硬化型樹脂や紫外線硬化型樹脂、電子線硬化型樹脂等
の放射線硬化性樹脂があげられる。これらのなかでも、紫外線照射による硬化処理にて、
簡単な加工操作にて効率よく硬化樹脂層を形成することができる紫外線硬化型樹脂が好適
である。これら硬化型樹脂としては、ポリエステル系、アクリル系、ウレタン系、アミド
系、シリコーン系、エポキシ系、メラミン系等の各種のものがあげられ、これらのモノマ
ー、オリゴマー、ポリマー等が含まれる。加工速度の早さ、基材への熱のダメージの少な
さから、特に放射線硬化型樹脂、特に紫外線硬化型樹脂が好ましい。好ましく用いられる
紫外線硬化型樹脂は、例えば紫外線重合性の官能基を有するもの、なかでも当該官能基を
２個以上、特に３～６個有するアクリル系のモノマーやオリゴマー成分を含むものがあげ
られる。また、紫外線硬化型樹脂には、光重合開始剤が配合されている。
【００７３】
　また、前記表面処理層としては、視認性の向上を目的とした防眩処理層や反射防止層を
設けることができる。また前記ハードコート層上に、防眩処理層や反射防止層を設けるこ
とができる。防眩処理層の構成材料としては特に限定されず、例えば放射線硬化型樹脂、
熱硬化型樹脂、熱可塑性樹脂等を用いることができる。反射防止層としては、酸化チタン
、酸化ジルコニウム、酸化ケイ素、フッ化マグネシウム等が用いられる。反射防止層は複
数層を設けることができる。その他、表面処理層としては、スティッキング防止層等が挙
げられる。
【００７４】
　前記表面処理層には、帯電防止剤を含有させることにより導電性を付与することができ
る。帯電防止剤としては前記例示のものを用いることができる。
【００７５】
　＜表面保護フィルム＞
　前記表面処理層（前記第１偏光フィルムが表面処理層を有しない場合に第１偏光フィル
ムを対象とする，以下同様）に設けることができる表面保護フィルムは、支持フィルムの
少なくとも片面に粘着剤層を有するものを用いることができる。前記表面保護フィルムの
粘着剤層には、軽剥離剤、帯電防止剤等を含有することができる。前記表面保護フィルム
の粘着剤層が帯電防止剤を含有する場合には、当該表面保護フィルムを、前記表面処理層
に貼り合わせて、その後に、剥離することで、帯電防止剤を含有していない表面処理層表
面に導電機能を付与することができ、表面処理層に帯電防止剤を含有させることができる
。帯電防止剤は前記同様のものを用いることができる。また、前記表面保護フィルムの剥
離により、表面処理層表面に導電機能を付与するためには、前記表面保護フィルムの粘着
剤層に、帯電防止剤とともに、軽剥離剤を用いることが好ましい。軽剥離剤としては、例
えば、ポリオルガノシロキサン等を例示できる。前記表面処理層表面にどの程度の導電機
能を付与させるかは、帯電導電剤と軽剥離剤の使用量を適宜に調整して決定される。なお
、表面保護フィルムは、後述の第２偏光フィルム表面に設けることもできる。
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【００７６】
　＜その他の層＞
　本発明の粘着剤層付偏光フィルムには、前記の各層の他に、第１偏光フィルムのアンカ
ー層を設ける側の表面に、易接着層を設けたり、コロナ処理、プラズマ処理等の各種易接
着処理を施したりすることができる。
【００７７】
　以下に、インセル型液晶セルＢ、インセル型液晶パネルＣを説明する。
【００７８】
（インセル型液晶セルＢ）
　図２乃至図６に示すように、インセル型液晶セルＢは、電界が存在しない状態でホモジ
ニアス配向した液晶分子を含む液晶層２０、前記液晶層２０を両面で挟持する第１透明基
板４１および第２透明基板４２を有する。また前記第１透明基板４１と第２透明基板４２
との間にタッチセンサーおよびタッチ駆動の機能に係るタッチセンシング電極部を有する
。
【００７９】
　前記タッチセンシング電極部は、図２、図３、図６に示すように、タッチセンサー電極
３１およびタッチ駆動電極３２により形成することができる。ここで言うタッチセンサー
電極とは、タッチ検出（受信）電極のことを指す。前記タッチセンサー電極３１およびタ
ッチ駆動電極３２は、それぞれに独立して各種パターンにより形成することができる。例
えば、インセル型液晶セルＢを平面とする場合に、それぞれＸ軸方向、Ｙ軸方向に独立し
て設けられた形式により、直角に交差するようなパターンで配置することができる。また
、図２、図３、図６では、前記タッチセンサー電極３１は、前記タッチ駆動電極３２より
も前記第１透明基板４１の側（視認側）に配置されているが、前記とは逆に、前記タッチ
駆動電極３２を、前記タッチセンサー電極３１よりも前記第１透明基板４１の側（視認側
）に配置することもできる。
【００８０】
　一方、前記タッチセンシング電極部は、図４、図５に示すように、タッチセンサー電極
およびタッチ駆動電極を一体化形成した電極３３を用いることができる。
【００８１】
　また、前記タッチセンシング電極部は、前記液晶層２０と前記第１透明基板４１または
第２透明基板４２の間に配置することができる。図２、図４は、前記タッチセンシング電
極部が、前記液晶層２０と前記第１透明基板４１の間（前記液晶層２０よりも視認側）に
配置されている場合である。図３、図５は、前記タッチセンシング電極部が、前記液晶層
２０と前記第２透明基板４２の間（前記液晶層２０よりもバックライト側）に配置されて
いる場合である。
【００８２】
　また、前記タッチセンシング電極部は、図６に示すように、前記液晶層２０と第１透明
基板４１との間にはタッチセンサー電極３１を有し、前記液晶層２０と第２透明基板４２
との間にはタッチ駆動電極３２を有することができる。
【００８３】
　なお、前記タッチセンシング電極部における駆動電極（前記タッチ駆動電極３２、タッ
チセンサー電極およびタッチ駆動電極を一体化形成した電極３３）は、液晶層２０を制御
する共通電極を兼ねて用いることができる。
【００８４】
　インセル型液晶セルＢに用いられる液晶層２０としては、電界が存在しない状態でホモ
ジニアス配向した液晶分子を含む液晶層が用いられる。液晶層２０としては、例えばＩＰ
Ｓ方式の液晶層が好適に用いられる。その他、液晶層２０としては、例えばＴＮ型やＳＴ
Ｎ型、π型、ＶＡ型等の液晶層を任意なタイプのものを用いることができる。前記液晶層
２０の厚さは、例えば１．５μｍ～４μｍ程度である。
【００８５】
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　上記のように、インセル型液晶セルＢは、液晶セル内にタッチセンサーおよびタッチ駆
動の機能に係るタッチセンシング電極部を有し、液晶セルの外部にはタッチセンサー電極
を有していない。即ち、インセル型液晶セルＢの第１透明基板４１よりも視認側（インセ
ル型液晶パネルＣの第１粘着剤層２より液晶セル側）には導電層（表面抵抗値は１×１０
１３Ω／□以下）は設けられていていない。なお、図２乃至図６に記載のインセル型液晶
パネルＣでは、各構成の順序を示しているが、インセル型液晶パネルＣには適宜に他の構
成を有することができる。液晶セル上（第１透明基板４１）にはカラーフィルター基板を
設けることができる。
【００８６】
　前記透明基板を形成する材料は、例えば、ガラス又はポリマーフィルムが挙げられる。
前記ポリマーフィルムとしては、例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリシクロオレ
フィン、ポリカーボネート等が挙げられる。前記透明基板がガラスにより形成される場合
、その厚みは、例えば０．１ｍｍ～１ｍｍ程度である。前記透明基板がポリマーフィルム
により形成される場合、その厚みは、例えば１０μｍ～２００μｍ程度である。上記透明
基板は、その表面に易接着層やハードコート層を有することができる。
【００８７】
　タッチセンシング電極部を形成する、タッチセンサー電極３１（静電容量センサー）、
タッチ駆動電極３２、またはタッチセンサー電極およびタッチ駆動電極を一体化形成した
電極３３は、透明導電層として形成される。前記透明導電層の構成材料としては特に限定
されず、例えば、金、銀、銅、白金、パラジウム、アルミニウム、ニッケル、クロム、チ
タン、鉄、コバルト、錫、マグネシウム、タングステン等の金属およびこれら金属の合金
等が挙げられる。また、前記透明導電層の構成材料としては、インジウム、スズ、亜鉛、
ガリウム、アンチモン、ジルコニウム、カドミウムの金属酸化物が挙げられ、具体的には
酸化インジウム、酸化スズ、酸化チタン、酸化カドミウムおよびこれらの混合物等からな
る金属酸化物が挙げられる。その他、ヨウ化銅等からなる他の金属化合物等が用いられる
。前記金属酸化物には、必要に応じて、さらに上記群に示された金属原子の酸化物を含ん
でいてもよい。例えば、酸化スズを含有する酸化インジウム（ＩＴＯ）、アンチモンを含
有する酸化スズ等が好ましく用いられ、ＩＴＯが特に好ましく用いられる。ＩＴＯとして
は、酸化インジウム８０～９９重量％及び酸化スズ１～２０重量％を含有することが好ま
しい。
【００８８】
　前記タッチセンシング電極部に係る電極（タッチセンサー電極３１、タッチ駆動電極３
２、タッチセンサー電極およびタッチ駆動電極を一体化形成した電極３３）は、通常は、
第１透明基板４１および／または第２透明基板４２の内側（インセル型液晶セルＢ内の液
晶層２０側）に常法により透明電極パターンとして形成することができる。上記透明電極
パターンは、通常、透明基板の端部に形成された引き回し線（不図示）に電気的に接続さ
れ、上記引き回し線は、コントローラＩＣ（不図示）と接続される。透明電極パターンの
形状は、櫛形状の他に、ストライプ形状やひし形形状等、用途に応じて任意の形状を採用
することができる。透明電極パターンの高さは、例えば１０ｎｍ～１００ｎｍであり、幅
は０．１ｍｍ～５ｍｍである。
【００８９】
（インセル型液晶パネルＣ）
　本発明のインセル型液晶パネルＣは、図２乃至６に示すように、インセル型液晶セルＢ
の視認側に粘着剤層付偏光フィルムＡを有し、その反対側に第２偏光フィルム１１を有す
ることができる。前記粘着剤層付偏光フィルムＡは前記インセル型液晶セルＢの第１透明
基板４１の側に、導電層を介することなく前記第１粘着剤層２を介して配置されている。
一方、前記インセル型液晶セルＢの第２透明基板４２の側には、第２偏光フィルム１１が
第２粘着剤層１２を介して配置されている。前記粘着剤層付偏光フィルムＡにおける第１
偏光フィルム１、第２偏光フィルム１１は、液晶層２０の両側で、それぞれの偏光子の透
過軸（または吸収軸）が直交するように配置される。
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【００９０】
　第２偏光フィルム１１としては、第１偏光フィルム１で説明してものを用いることがで
きる。第２偏光フィルム１１は第１偏光フィルム１と同じものを用いてもよく、異なるも
のを用いてもよい。
【００９１】
　第２粘着剤層１２の形成には、第１粘着剤層２で説明した粘着剤を用いることができる
。第２粘着剤層１２の形成に用いる粘着剤としては、第１粘着剤層２と同じものを用いて
もよく、異なるものを用いてもよい。第２粘着剤層１２の厚さは、特に制限されず、例え
ば、１～１００μｍ程度である。好ましくは、２～５０μｍ、より好ましくは２～４０μ
ｍであり、さらに好ましくは、５～３５μｍである。
【００９２】
　また、インセル型液晶パネルＣにおいて、前記粘着剤層付偏光フィルムＡの前記アンカ
ー層３および第１粘着剤層２の側面には、導通構造５０を設けることができる。導通構造
５０は前記アンカー層３および第１粘着剤層２の側面の全部に設けられていてもよく、一
部に設けられていてもよい。前記導通構造を一部に設ける場合には、側面での導通を確保
するため、前記導通構造は前記側面の面積の１面積％以上、好ましくは３面積％以上の割
合で設けられているのが好ましい。なお、上記の他に、図２に示すように、第１偏光フィ
ルム１、表面処理層４の側面に導通材料５１を設けることができる。
【００９３】
　前記導通構造５０により、前記アンカー層３および第１粘着剤層２の側面から、他の好
適な箇所に電位を接続することによって、静電気発生を抑制することができる。導通構造
５０、５１を形成する材料としては、例えば銀、金または他の金属ペースト等の導電性ペ
ーストが挙げられ、その他、導電性接着剤、任意の他の好適な導電材料を用いることがで
きる。導通構造５０は、前記アンカー層３および第１粘着剤層２の側面から伸びる線形状
で形成することもできる。導通構造５１についても同様の線形状で形成することができる
。
【００９４】
　その他、液晶層２０の視認側に配置される第１偏光フィルム１、液晶層２０の視認側の
反対側に配置される第２偏光フィルム１１は、それぞれの配置箇所の適性に応じて、他の
光学フィルムを積層して用いることができる。前記他の光学フィルムとしては、例えば反
射板や反透過板、位相差フィルム（１／２や１／４等の波長板を含む）、視覚補償フィル
ム、輝度向上フィルム等の液晶表示装置等の形成に用いられることのある光学層となるも
のが挙げられる。これらは１層または２層以上用いることができる。
【００９５】
　（液晶表示装置）
　本発明のインセル型液晶パネルＣを用いたタッチセンシング機能内蔵液晶表示装置は、
照明システムにバックライトあるいは反射板を用いたもの等の液晶表示装置を形成する部
材を適宜に用いることができる。
【実施例】
【００９６】
　以下に、製造例、実施例によって本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例
によって限定されるものではない。なお、各例中の部および％はいずれも重量基準である
。以下に特に規定のない室温放置条件は全て２３℃６５％ＲＨである。
【００９７】
　＜（メタ）アクリル系ポリマーの重量平均分子量の測定＞
（メタ）アクリル系ポリマーの重量平均分子量（Ｍｗ）は、ＧＰＣ（ゲル・パーミエーシ
ョン・クロマトグラフィー）により測定した。Ｍｗ／Ｍｎについても、同様に測定した。
・分析装置：東ソー社製、ＨＬＣ－８１２０ＧＰＣ
・カラム：東ソー社製、Ｇ７０００ＨＸＬ＋ＧＭＨＸＬ＋ＧＭＨＸＬ

・カラムサイズ：各７．８ｍｍφ×３０ｃｍ　計９０ｃｍ
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・カラム温度：４０℃
・流量：０．８ｍＬ／ｍｉｎ
・注入量：１００μＬ
・溶離液：テトラヒドロフラン
・検出器：示差屈折計（ＲＩ）
・標準試料：ポリスチレン
【００９８】
　＜偏光フィルムの作成＞
　厚さ８０μｍのポリビニルアルコールフィルムを、速度比の異なるロール間において、
３０℃、０．３％濃度のヨウ素溶液中で１分間染色しながら、３倍まで延伸した。その後
、６０℃、４％濃度のホウ酸、１０％濃度のヨウ化カリウムを含む水溶液中に０．５分間
浸漬しながら総合延伸倍率が６倍まで延伸した。次いで、３０℃、１．５％濃度のヨウ化
カリウムを含む水溶液中に１０秒間浸漬することで洗浄した後、５０℃で４分間乾燥を行
い、厚さ３０μｍの偏光子を得た。当該偏光子の両面に、けん化処理した厚さ８０μｍの
トリアセチルセルロースフィルムをポリビニルアルコール系接着剤により貼り合せて偏光
フィルムを作成した。
【００９９】
　＜表面処理層の形成＞
　紫外線硬化型アクリル系樹脂（大日本インキ化学工業社製，ユニディック１７－８０６
）１００部、光重合開始剤（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製，イルガキュア１８
４）３部およびトルエン１００部を混合したハードコート樹脂組成物（塗工液）を調製し
た。上記で得られた偏光フィルムの片面に、前記塗工液を、ワイヤーバーにて塗布した後
、８０℃で１分間加熱乾燥して塗膜を形成した。次いで、塗膜にメタルハライドランプで
３００ｍＪ／ｃｍ2の紫外線を照射して、塗膜を硬化し、膜厚５μｍのハードコート層を
形成した。
【０１００】
　（アンカー層の形成材の調製）
　固形分で、チオフェン系ポリマーを１０～５０重量％含む溶液（商品名：デナトロンＰ
－５８０Ｗ、ナガセケムテックス（株）製）８．６部、オキサゾリン基含有アクリルポリ
マーを含む溶液（商品名：エポクロスＷＳ－７００、（株）日本触媒製）１部、及び、水
９０．４部を混合し、固形分濃度が０．５重量％のアンカー層形成用塗布液を調製した。
得られたアンカー層形成用塗布液は、ポリチオフェン系ポリマーを０．０４重量％、オキ
サゾリン基含有アクリルポリマーを０．２５重量％含有していた。
【０１０１】
　（アンカー層の形成）
　当該アンカー層形成用塗布液を上記偏光フィルムの片面（ハードコート層を設けていな
い側）に、乾燥後の厚みが表１に示す厚さになるように塗布し、８０℃で２分間乾燥して
アンカー層を形成した。得られたアンカー層には、チオフェン系ポリマー、オキサゾリン
基含有アクリルポリマーが、それぞれ、８重量％、５０重量％含まれていた。
【０１０２】
　（アクリル系ポリマーの調製）
　攪拌羽根、温度計、窒素ガス導入管、冷却器を備えた４つ口フラスコに、ブチルアクリ
レート７４．８部、フェノキシエチルアクリレート２３部、Ｎ－ビニル－２－ピロリドン
（ＮＶＰ）０．５部、アクリル酸０．３部、４－ヒドロキシブチルアクリレート０．４部
を含有するモノマー混合物を仕込んだ。さらに、前記モノマー混合物（固形分）１００部
に対して、重合開始剤として２，２’－アゾビスイソブチロニトリル０．１部を酢酸エチ
ル１００部と共に仕込み、緩やかに攪拌しながら窒素ガスを導入して窒素置換した後、フ
ラスコ内の液温を５５℃付近に保って８時間重合反応を行って、重量平均分子量（Ｍｗ）
１６０万、Ｍｗ／Ｍｎ＝３．７のアクリル系ポリマーの溶液を調製した。
【０１０３】
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　（粘着剤組成物の調製）
　上記で得られたアクリル系ポリマーの溶液の固形分１００部に対して、表１に示す使用
量で、イオン性化合物として、三菱マテリアル社製のビス（トリフルオロメタンスルホニ
ル）イミドリチウムを配合し、さらにイソシアネート架橋剤（三井化学社製のタケネート
Ｄ１６０Ｎ，トリメチロールプロパンヘキサメチレンジイソシアネート）０．１部、ベン
ゾイルパーオキサイド（日本油脂社製のナイパーＢＭＴ）０．３部およびγ－グリシドキ
シプロピルメトキシシラン（信越化学工業社製：ＫＢＭ－４０３）０．２部を配合して、
アクリル系粘着剤組成物の溶液を調製した。
【０１０４】
　（粘着剤層の形成）
　次いで、上記アクリル系粘着剤組成物の溶液を、シリコーン系剥離剤で処理されたポリ
エチレンテレフタレートフィルム（セパレータフィルム：三菱化学ポリエステルフィルム
（株）製，ＭＲＦ３８）の片面に、乾燥後の粘着剤層の厚さが表１に示す厚さになるよう
に塗布し、１５５℃で１分間乾燥を行い、セパレータフィルムの表面に粘着剤層を形成し
た。当該粘着剤層は、アンカー層を形成された偏光フィルムまたはアンカー層の形成され
ていない偏光フィルムに転写した。
【０１０５】
　実施例１～１１および比較例１～４
　上記で得られた偏光フィルムの片面（ハードコート層を設けていない側）に、表１に示
す組み合わせにより、アンカー層と粘着剤層を順次に形成して、粘着剤層付偏光フィルム
を作製した。
【０１０６】
　なお、実施例１１では、得られた粘着剤層付偏光フィルムのハードコート層の側に、下
記表面保護フィルムを貼り合せた後に、剥離することで、帯電防止層を設けた。
【０１０７】
　＜表面保護フィルムの作製＞
　下記に示す（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）、粘着剤溶液を調製して、当該粘着剤溶
液を用いて、下記方法で表面保護フィルムを作製した。
【０１０８】
　〔（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）の調製〕
　攪拌羽根、温度計、窒素ガス導入管、冷却器を備えた四つ口フラスコに２－エチルヘキ
シルアクリレート（２ＥＨＡ）１００部、４－ヒドロキシブチルアクリレート（４ＨＢＡ
）１０部、アクリル酸（ＡＡ）０．０２部、重合開始剤として２，２´－アゾビスイソブ
チロニトリル０．２部、酢酸エチル１５７部を仕込み、緩やかに攪拌しながら窒素ガスを
導入し、フラスコ内の液温を６５℃付近に保って６時間重合反応を行い、（メタ）アクリ
ル系ポリマー（Ａ）溶液（４０重量％）を調製した。前記アクリル系ポリマー（Ａ）の重
量平均分子量は５４万、ガラス転移温度（Ｔｇ）は、－６７℃であった。
【０１０９】
　〔粘着剤溶液の調製〕
　上記（メタ）アクリル系ポリマー（Ａ）溶液（４０％）を酢酸エチルで２０％に希釈し
、この溶液５００部（固形分１００部）に、シリコーン成分であるオキシアルキレン鎖を
有するオルガノポリシロキサン（ＫＦ-３５３，信越化学工業社製）を酢酸エチルで１０
％に希釈した溶液２部（固形分０．２部）、帯電防止剤であるアルカリ金属塩（イオン性
化合物）として、リチウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド（ＬｉＮ（ＣＦ

3ＳＯ2）2：ＬｉＴＦＳＩ，東京化成工業社製）を酢酸エチルで１％に希釈した溶液１５
部（固形分０．１５部）、架橋剤として、３官能イソシアネート化合物であるヘキサメチ
レンジイソシアネートのイソシアヌレート体（日本ポリウレタン工業社製，コロネートＨ
Ｘ）１．７５重量部（固形分１．７５重量部）、２官能イソシアネート化合物である１，
３－ビス（イソシアナートメチル）シクロヘキサン（三井化学社製，タケネート６００）
０．３部（固形分０．３部）、架橋触媒としてジラウリン酸ジブチルスズ（１％酢酸エチ
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ル溶液）２部（固形分０．０２部）を加えて、混合攪拌を行い、アクリル系粘着剤溶液を
調製した。
【０１１０】
　〔帯電防止処理フィルムの作製〕
　帯電防止剤（ソルベックス社製，マイクロソルバーＲＭｄ－１４２，酸化スズとポリエ
ステル樹脂を主成分とする）１０部を、水３０部とメタノール７０部からなる混合溶媒で
希釈することにより帯電防止剤溶液を調製した。
【０１１１】
　得られた帯電防止剤溶液を、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィルム（厚さ：
３８μｍ）上にマイヤーバーを用いて塗布し、１３０℃で１分間乾燥することにより溶剤
を除去して帯電防止層（厚さ：０．２μｍ）を形成し、帯電防止処理フィルムを作製した
。
【０１１２】
　〔表面保護フィルム（粘着シート）の作製〕
　上記アクリル系粘着剤溶液を、上記の帯電防止処理フィルムの帯電防止処理面とは反対
の面に塗布し、１３０℃で２分間加熱して、厚さ１５μｍの粘着剤層を形成した。次いで
、上記粘着剤層の表面に、片面にシリコーン処理を施したポリエチレンテレフタレートフ
ィルム（厚さ２５μｍ）のシリコーン処理面を貼り合わせ、表面保護フィルムを作製した
。
【０１１３】
　なお、比較例１では、アンカー層形成用塗布液に導電性ポリマーを配合しなかった。
　比較例２、３では、粘着剤組成物の調製に、イオン性化合物を配合しなかった。
【０１１４】
　比較例４のアンカー層の形成は下記に従って行った。
　ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート１００ｇ、光開始剤（イルガキュア１８４
、Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製）１０ｇ、メチルアルコール
１００ｇ及びプロピレングリコールモノメチルエーテル（ＰＧＭ）１００ｇを充分に配合
し、均一に混合されるように撹拌器で約１時間撹拌した。次に、製造された撹拌液にＡＺ
Ｏ分散液４０ｇを徐々に滴下しながら、充分に混合されるように約１時間撹拌し、コーテ
ィング液を製造した。その後、製造されたコーティング液をトリアセチルセルロースフィ
ルム上に硬化後の厚さが４μｍとなるようにバーコーターを用いてコーティングし、コー
ティングされたフィルムは、６０℃オーブンで２分間乾燥した。次に、乾燥したフィルム
に中圧水銀ランプ（ＵＶ源、光量：１Ｊ／ｃｍ２）を照射して硬化させることによってア
ンカー層を形成した。
【０１１５】
　上記実施例および比較例で得られた、粘着剤層付偏光フィルムについて以下の評価を行
った。評価結果を表１に示す。
【０１１６】
　＜表面抵抗値（Ω／□）：導電性＞
　アンカー層、粘着剤層、表面処理層について、表面抵抗値を測定した。
　アンカー層の表面抵抗値は、粘着剤層を形成する前のアンカー層付の偏光フィルムのア
ンカー層側表面について測定した。
　粘着剤層の表面抵抗値は、セパレータフィルム上に形成した粘着剤層表面について測定
した。
　表面処理層の表面抵抗値は、粘着剤層付偏光フィルムの表面処理層について測定した。
表面処理層の表面抵抗値は、実施例１１については、粘着剤層付偏光フィルムに表面保護
フィルムを貼り合せた後に、剥離した後に測定した。
　また、得られた粘着剤層付偏光フィルムからセパレータフィルムを剥がした後、粘着剤
層表面の表面抵抗値を測定した。測定は、三菱化学アナリテック社製ＭＣＰ－ＨＴ４５０
を用いて行った。測定結果は、表１中において他の評価項目が記載されている升目内の最
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【０１１７】
　＜ＥＳＤ試験＞
　粘着剤層付偏光フィルムからセパレータフィルムを剥がした後、図２または図３に示す
ように、インセル型液晶セルの視認側に貼り合わせた。次に、貼り合せた偏光フィルムの
側面部に５ｍｍ幅の銀ペーストをハードコート層、偏光フィルム、アンカー層、粘着剤層
の各側面部を覆うように塗布し、外部からのアース電極と接続した。当該液晶表示パネル
をバックライト装置上にセットし、視認側の偏光フィルム面に静電気放電銃（Electrosta
tic discharge Gun）を印加電圧１０ｋＶにて発射して、電気により白抜けした部分が消
失するまでの時間を測定し、下記の基準で判断した。但し、実施例１では、銀ペーストに
よる導通構造の形成は行わなかった。
（評価基準）
　◎◎：１秒以内。
　◎：３秒以内。
　〇：３秒を超え～５秒以内。
　△：５秒を超え、２０秒以内。
　×：２０秒を超える。
【０１１８】
　＜ＴＳＰ感度＞
　インセル型液晶セル内部の透明電極パターン周辺部の引き回し配線（不図示）をコント
ローラＩＣ（不図示）と接続し、タッチセンシング機能内蔵液晶表示装置を作製した。当
該タッチセンシング機能内蔵液晶表示装置の入力表示装置を使用している状態で目視観察
を行い、誤作動の有無を確認した。
　〇：誤作動なし。
　×：誤作動あり。
【０１１９】
　＜加湿下のＴＳＰ感度＞
　前記タッチセンシング機能内蔵液晶表示装置を、６０℃／９０％ＲＨの加湿雰囲気下に
１２０時間投入した後、加湿雰囲気下で前記ＴＳＰ感度の確認を行った。
【０１２０】
　＜加湿耐久性試験＞
　粘着剤層付偏光フィルムを１５インチサイズに切断したものをサンプルとした。当該サ
ンプルを、厚さ０．７ｍｍの無アルカリガラス（コーニング社製，ＥＧ－ＸＧ）にラミネ
ーターを用いて貼着した。
　次いで、５０℃、０．５ＭＰａで１５分間オートクレーブ処理して、上記サンプルを完
全に無アルカリルガラスに密着させた。かかる処理の施されたサンプルに、６０℃／９０
％ＲＨの雰囲気下で５００時間処理を施した後、偏光フィルムと無アルカリガラスの間の
外観を下記基準で目視にて評価した。
（評価基準）
　◎：発泡、剥がれ等の外観上の変化が全くなし。
　○：わずかながら端部に剥がれ、または発泡があるが、実用上問題なし。
　△：端部に剥がれ、または発泡があるが、特別な用途でなければ、実用上問題なし。
　×：端部に著しい剥がれあり、実用上問題あり。
【０１２１】
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【表１】

　表１中、Ｌｉ‐ＴＦＳＩはビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミドリチウムを示
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【符号の説明】
【０１２２】
　Ａ　　粘着剤層付偏光フィルム
　Ｂ　　インセル型液晶セル
　Ｃ　　インセル型液晶パネル
　１、１１　　第１、第２偏光フィルム
　２、１２　　第１、第２粘着剤層
　３　　　　　アンカー層
　４　　　　　表面処理層
　２０　　　　液晶層
　３１　　　　タッチセンサー電極
　３２　　　　タッチ駆動電極
　３３　　　　タッチ駆動電極兼センサー電極
　４１、４２　　第１、第２透明基板
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